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平成28年６月27日 

各      位 

会 社 名  株式会社エヌジェーケー   

代表者名  取締役社長 谷村 仁    

（コード番号  9748  東証第二部） 

問合せ先  経営企画部 出向 茉理子 

（TEL． 03－5117－1900   ）     

 

支配株主等に関する事項について 

 

当社の親会社である株式会社エヌ・ティ・ティ・データ及び日本電信電話株式会社について、支配株主等に関

する事項は以下のとおりとなりますので、お知らせいたします。 

 

記 

１．親会社等の商号等 

（平成28年３月31日現在） 

名称 属性 
議決権所有割合（％） 発行する株券が上場されている 

金融商品取引所等 直接所有分 合算対象分 計 

株式会社 

エヌ･ティ･ティ･データ 
親会社 51.20 － 51.20 東京証券取引所市場第一部 

日本電信電話株式会社 親会社 － 51.20 51.20 
東京証券取引所市場第一部 

ニューヨーク証券取引所（米国） 

 

２．親会社等のうち、当社に与える影響が最も大きいと認められる会社の名称及びその理由 

  株式会社エヌ･ティ･ティ･データ（以下、「ＮＴＴデータ」といいます。）は、当社株式を直接所有しており、

当社の主要な取引先であることから、親会社等のうちＮＴＴデータが当社に与える影響が最も大きいと認めら

れる会社であると認識しております。 

 

３．親会社等の企業グループにおける当社の位置付けその他の当社と親会社等との関係 

（１）親会社等の企業グループとの取引関係、人的・資本的関係 

当社の親会社であるＮＴＴデータは、当社の議決権の 51.20％を保有しており、当社は同社の連結子会

社となっております。当社はソフトウェア開発の受託を中心にＮＴＴデータと取引を行っており、平成28

年３月期におけるＮＴＴデータグループとの取引実績（売上高）は、当社の連結売上高合計の約33％であ

ります。役員における兼務の状況については、提出日現在において、下表のとおりＮＴＴデータの従業員

１名が当社の取締役に、また、同社の従業員１名が当社の監査役に就任しております。 

 

 （役員の兼務状況） 

親会社等から当社への役員派遣                            （提出日現在） 

役 職 氏 名 
親会社等又はそのグループ 

企業での役職（主なもの） 
就任理由 

取締役 時吉 誠 

ＮＴＴデータ 

法人・ソリューション事業推進

部長 

ＮＴＴデータの事業部門において事業を推進する

部門の長を務めており、長年にわたりソフトウェア

開発事業に関する職務に携わっていることから、そ

の経歴を通じて幅広い視点からの意見を期待でき、

当社の経営に資するところが大きいと判断いたし

ました。 

監査役 大西 浩之 

ＮＴＴデータ 

法人・ソリューション事業推進

部 戦略マーケティング室 

部長 

ＮＴＴデータの事業部門の部長を務めており、同社

の子会社の監査役を兼務するなど、財務及び会計に

関する相当程度の知見を有していることから、監査

役としての職務を適切に遂行していただけるもの

と判断いたしました。 
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（２）親会社等の企業グループに属することによる事業上の制約または、経営・事業活動への影響等 

当社はＮＴＴデータグループに属することにより、同社グループからのソフトウェア開発案件の安定し

た受注、同社の開発ツールや管理ツールを活用することによる生産性の向上、オリジナルパッケージ開発

及び販売事業を中心とした販路の拡大や製品・サービスの連携などを推進しており、これらは当社の持続

的な成長と発展、ひいては、当社の企業価値の向上に資するものと考えております。なお、同社グループ

に属することによる事業上の制約はありませんが、同社グループへの売上高比率が高いため、同社グルー

プからの受注状況の変化が当社の業績に影響を与える可能性があります。 

 

（３）親会社等からの一定の独立性の確保に関する考え方及びその状況 

 当社は、企業集団における業務の適正を確保するうえでの必要性に応じて、業務に関する一定の重要な

情報をＮＴＴデータと共有するほか、一定の重要な事項について、ＮＴＴデータとの間で必要な協議を行

うものとしておりますが、上場会社として当社の株主共同の利益の維持・向上を図る観点から、ＮＴＴデ

ータから独立してその業務を執行することとしております。 

以上により、一定の独立性は確保されているものと考えております。 

 

４．親会社等との取引に関する事項 

   親会社等との取引につきましては、平成28年５月10日に公表しました「平成28年3月期 決算短信〔日

本基準〕（連結）」の関連当事者との取引及び前記３．（１）に記載のとおりです。 

 

５．親会社等との取引等を行う際における少数株主の保護の方策の履行状況 

  当社は、親会社またはその関連会社との間で取引を行う場合、独立当事者間における取引と同様の取引条件・

取引内容によるという原則を基本として交渉のうえ、他の取引先やすでに承認された案件に係る取引条件・取

引内容を勘案して重要性に乏しいと判断されるものを除き、取締役会（ただし、東京証券取引所の規則に従い、

独立役員として指定された社外取締役又は社外監査役１名以上が出席するものに限る）に諮るものとし、取締

役会では、少数株主の利益保護の観点から、取引条件・取引内容等に関して、かかる独立役員の意見を聴取し、

その合理性を確認のうえ、その意思決定を行うものとしており、重要性に乏しいと判断されたものであっても、

監査役から要求があった案件については同様に取締役会に諮り意思決定を行うこととしており、これを遵守し

ております。  

 

６．その他 

  当社は、平成28年５月10日開催の取締役会において、当社の親会社であるＮＴＴデータによる当社の普通

株式に対する公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）に賛同の意見を表明するとともに、当社の株主

の皆様に対して、本公開買付けへの応募を推奨する旨を決議いたしました。なお、当該取締役会決議は、ＮＴ

Ｔデータが本公開買付け及びその後の一連の手続により当社を完全子会社とすることを企図していること、並

びに当社株式が上場廃止となる予定であることを前提として行われたものです。 

 

以 上 


